総務大臣、人事院総裁に2011春季要求書を提出－2/17（2011春闘情報Ｎｏ.2）

－3/23を回答指定日に交渉・行動を積み上げ、誠意ある回答めざす－

　公務員連絡会は、2月17日、委員長クラス交渉委員が、片山総務大臣、江利川人事院総裁とそれぞれ会い、春季要求書を提出し、2011春季生活闘争の火蓋を切った。要求書では、公務員労働者の賃金の維持・改善、非常勤職員等の雇用と労働条件の改善、65歳までの段階的定年延長の実現、労働基本権を含む公務員制度改革などを強く求めている。今後、３月３日の幹事クラス交渉、3.11中央行動時の書記長クラス交渉などを節々で配置し、３月23日の回答指定日に向け、政府、人事院を追い上げることとしている。

　総務大臣、人事院総裁交渉の経過はそれぞれ次の通り。

＜総務大臣交渉の経過＞

　2月17日16時20分から総務省内で行われた片山総務大臣との交渉には、棚村議長ほか委員長クラス交渉委員が出席し、春季要求書(資料１、２)を手交した。

　要求提出に当たって棚村議長は、次の通り述べ、３月23日には春の段階の誠意ある回答を示すよう強く求めた。

(1)　日本経済は、緩やかに回復しつつあるものの先行きは不透明で、今なおデフレの進行や失業率の高止まり、とりわけ新卒の就職状況の深刻化など、国民生活は依然として厳しい状況にある。

(2)　こうした中で連合は、デフレからの脱却と内需拡大を図り、経済を活性化していくため、非正規を含むすべての働く者の雇用確保と労働条件の復元に向けた配分を実現する方針を確立し、いま、まさに2011春季生活闘争を進めている。

(3)　また、雇用不安や将来不安が蔓延する中で、国民の生活を支える公共サービスの役割は高まっている。公務員労働者が国民の期待に応えていくためには、雇用の安定と公務員に相応しい労働条件の確保が必要だ。大臣所管の公共サービス基本法に基づいて、公務員のみならず労働環境の整備にぜひご尽力願いたい。 

　また、公務員の労働基本権を回復し自律的労使関係を確立するための法案の国会提出が山場を迎えつつある。公務員制度の抜本的改革を含めて、改革が実現するよう総務大臣の立場でご尽力いただきたい。

(4)　他方、独法見直しやアクションプランに基づく国の出先機関の見直しに加えて、国家公務員の総人件費削減措置の検討が始まるなど、公務員の雇用、賃金に対する厳しさが増している。このため、組合員は自らの雇用や処遇に対する不安感を募らせている。これらの改革に当たっては、国民への安心・安全の公共サービスの提供を維持することを基本としつつ、雇用と処遇の確保に万全を期していただきたい。

　特に、総人件費削減の検討については、少なくとも自律的な労使関係制度の法的措置を図り、削減の必要性を含め、労使合意が前提でなければならない。

　 貴職におかれては、これらのことを十分認識され、本年の賃金・労働条件改善にあたって、①非常勤を含めた公務員労働者の賃金を維持・改善すること、②65歳までの段階的定年延長を実現すること、③均等待遇の原則に基づき、非常勤制度をさらに改善すること、④超過勤務を縮減すること、などに最大限ご努力いただくよう、強く要求する。

(5)　公務員連絡会は、１月25日に開いた第２回代表者会議の決定に基づき、2011年春季の要求を提出する。これから事務当局との交渉を積み重ね、３月23日には、大臣から直接、春の段階の誠意ある回答を頂きたい。

　続いて地公部会を代表して、阿部部会議長が次の通り述べた。

(1)　地方公務員給与については、地方財政が逼迫していることを理由にして既に６割以上の自治体において独自の給与削減措置が実施されている。さらに自治体財政健全化法に基づく健全化比率や公営企業の経営にあたっての留意事項の下で企業内努力を行っている職場もあり、それぞれの自主的な取組みに任せるべきである。

(2）　このような私たちの努力に対し、非常勤職員等の含む地方公務員賃金の維持・改善、自律的労使関係の確立、段階的定年延長・高齢雇用施策などについて、地方公務員も国に遅れることなく実施できるよう要請する。

　これらに対して総務大臣は、「労働基本権を含めた公務員制度改革、地方公務員の課題を含め要求の主旨は承った。３月下旬の回答に向けて検討を進めていく。また、昨年の11月の人勧取扱いの閣議決定で言及した国家公務員の人件費削減については、今通常国会に法案を提出するよう検討しており、法案がまとまり次第、皆さんにも提示して理解を求めたいと考えているのでよろしくお願いしたい」と答え、今後公務員連絡会と交渉・協議していく姿勢を示した。

　最後に、公務員連絡会の棚村議長は、「人件費削減に対する考え方については、冒頭申し上げたが、順序と手続きがある。労働基本権を含めた公務員制度改革の道筋を立てたうえで、われわれと交渉・協議する舞台をしっかりつくり、合意を前提としていただきたい」と強く求め、交渉を終えた。

＜人事院総裁交渉の経過＞

　2月17日11時から行われた江利川人事院総裁との交渉には、棚村議長ほか委員長クラス交渉委員が出席し、春季要求書(資料３)を手交した。

　要求提出に当たって、棚村議長は次の通り述べ、今後十分交渉・協議を重ね、３月23日には春の段階の誠意ある回答を示すよう強く求めた。

(1) 日本経済は、緩やかに回復しつつあるものの先行きは不透明で、今なおデフレの進行や失業率の高止まり、とりわけ新卒の就職状況の深刻化など、国民生活は依然として厳しい状況にある。

(2) こうした中で連合は、デフレからの脱却と内需拡大を図り、経済を活性化していくため、非正規を含めすべての働く者の雇用確保と労働条件の復元に向けた配分を実現するという方針を確立し、いま、まさに2011春季生活闘争を進めている。

(3) また、雇用不安や将来不安が蔓延する中で、国民の生活を支える公共サービスの役割は高まっている。公務員労働者が国民の期待に応えていくためには、雇用の安定と公務員に相応しい労働条件の確保が必要だ。

　公務公共部門をめぐっては、労働基本権を回復し自律的労使関係を確立するための法案の国会提出がめざされており、その実現と法案の成立・施行が喫緊の課題と考えている。しかし、それが実現するまでは、人事院勧告制度を機能させることが重要だ。

　 他方、国家公務員の総人件費削減措置の検討が始まるなど、公務員労働者の雇用、賃金に対する厳しさは増している。

　　貴職におかれては、これらのことを十分認識され、本年の賃金・労働条件改善にあたって、①非常勤を含めた公務員労働者の賃金を維持・改善すること、②65歳までの段階定年延長を必ず実現すること、③均等待遇の原則に基づき、非常勤制度をさらに改善すること、④超過勤務を縮減すること、などに最大限ご努力いただくよう、強く要求する。

(4) 公務員連絡会は、１月25日に開いた第２回代表者会議の決定に基づき、2011年春季の要求を提出する。要求事項の重点は事務局長から説明させていただくが、これから事務当局との交渉を積み重ね、３月２３日には、総裁から直接、春の段階の誠意ある回答を頂きたい。

　続いて、吉澤事務局長が要求事項のポイントを説明し、「厳しい環境のなかで懸命に職務に奮闘している職員・組合員の切実な要求内容である。今後、要求の積極的な検討を十分行い、誠意ある交渉・協議をお願いしたい」と述べ、回答日に向け公務員連絡会と十分交渉・協議することを要請した。

　これに対して総裁は、「現在の経済情勢について皆さんの問題認識と同様だ。公務を巡る情勢もさまざまな厳しい状況があるが、誠意をもって対応していきたい。本日の皆さんからの要求書の主旨を踏まえ、３月23日を念頭に、しかるべき時期の回答にむけ十分検討して参りたい」と回答し、本日の要請を終えた。

以上

